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日本放送協会 理事会議事録 

（２０２２年 ３月１８日開催分） 

２０２２年 ４月１５日（金）公表 

 

＜会議の名称＞ 

理事会 

 

＜会議日時＞ 

２０２２年 ３月１８日（金）午後１時３０分～２時３０分 

 

＜出席者＞ 

前田会長、正籬副会長、松坂専務理事、角専務理事、若泉理事、 

松崎理事、小池理事、田中理事、児玉理事・技師長、伊藤理事 

高橋監査委員 

 

＜場所＞ 

放送センター役員会議室 

 

＜議事＞ 

前田会長が開会を宣言し、議事に入った。 

 

付議事項 

 

１ 審議事項 

（１）２０２２年７月の組織改正について 

（２）規程・職務権限事項等の改正について 

（３）２０２２年度 部局目標について 

（４）令和４年度暫定収支予算、事業計画及び資金計画の認可申請につ

いて 

（５）放送受信規約取扱細則の一部変更について 

（６）令和４年度国際放送等実施要請への回答について 
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（７）特定失踪者問題調査会による八俣送信所の送信設備等の使用の期

間延長について 

（８）車両使用・管理規程の改正について 

（９）中央放送番組審議会委員の委嘱について 

 

２ 報告事項 

（１）地方放送番組審議会委員の委嘱について 

（２）２０２２年度 内部監査計画について 

（３）２０２２年度 関連団体の事業計画について 

（４）川口施設（仮称）の基本設計について 

（５）新津放送会館の基本設計について 

（６）考査報告 

（７）２０２１年１１月 放送サービスの視聴および接触の現状 全国

放送サービス接触動向調査 

（８）放送技術審議会委員の委嘱について 

 

３ 審議事項 

（１０）第１３９７回経営委員会付議事項について 

 

議事経過 

 

（１）２０２２年７月の組織改正について 

（経営企画局） 

組織改正について、審議をお願いします。 

地域改革を推進するため、関東甲信越、中国、四国の３ブロックで組

織改正を進めます。また、人事制度改革の施策としてキャリアサポート

機能を強化するため人事局の組織改正を行います。 

１．地域改革に関する体制整備 

地域の視聴者の期待に応え、受信料の価値を高めるコンテンツ発信を

強化するため、すでに組織改正を行っている近畿ブロックと東北ブロッ

ク、２０２２年４月に組織改正を行う東海・北陸ブロックと九州・沖縄
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ブロックに続き、７月に関東甲信越ブロック、中国ブロック、四国ブロ

ックにおいて地域放送局の組織改正を行います。 

「視聴者起点のコンテンツ強化」「全局一体で新たな視聴者リレーシ

ョンの構築」「スリムで強靱な組織への転換」を地域改革の柱として、

組織を役割・機能別に再編し、戦略機能と戦術機能を明確にして、地域

の視聴者に「新しいＮＨＫらしさ」を届けます。 

２．人事局「キャリアサポートセンター」の設置と「働き方改革推進

室」の統合による新たな働き方の推進 

人事制度改革の施策として掲げる「多様なキャリアパス」を実現する

ため、人事局の業務実施グループとして運用している「キャリアサポー

トセンター」を２０２２年７月から部組織として位置づけ、機能の強化

を図ります。 

「働き方改革推進室」は、時間と場所にとらわれないリモートワーク

などの新しい働き方をより強力に推進するため、部組織から人事局のワ

ークスタイルグループに発展的に統合させ、「ＮＨＫグループ働き方改

革宣言」を原点とし、ＮＨＫで働く人たちの健康を最優先に、一人ひと

りの能力と価値を高めるワークスタイルの実現をめざします。 

本件が決定されれば、２０２２年７月１日付で実施します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（２）規程・職務権限事項等の改正について 

（経営企画局） 

規程・職務権限事項等の改正について審議をお願いします。 

２０２２年４月１日実施の職員制度改革および組織改正にともない

「各組織単位における職務基準および各職位の権限」を改正します。あ

わせて職務権限事項の体系等を見直し、職員制度改革による新たな職

群・職位区分に権限を付け直します。 

１．職務権限事項の改正 

まず、２０２２年４月１日実施の組織改正にともなう改正についてで

す。 
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新しいメディア総局について、メディア戦略本部、マーケティングセ

ンター、メディア編成センター、展開センター、クリエイターセンター

そして第１から第３制作センターとプロジェクトセンターの職務権限事

項を新設し、権限をフラット化する整理を行っています。 

視聴者局については、巡回訪問営業から、新たな営業への転換を実現

するために権限事項を新設・整理しています。 

広報局については、経営広報を推進するための権限事項の新設・整理

を行っています。 

また、全体の職務権限表について体系等を見直すとともに、職員制度

の改定に伴い、権限付与の区分を付け直しています。 

２．組織改正にともなう規程の廃止 

東日本大震災プロジェクト事務局に関する臨時職制、２０２０東京オ

リンピック・パラリンピック実施本部に関する臨時職制、臨時職制クリ

エイターセンターに関する規程、および、「東京オリンピック・パラリ

ンピック推進委員会」に関する規程を廃止します。 

実施時期は、４月１日とします。 

 

（田中理事）  これまでもお願いをしてきましたが、クリエイターセ

ンター、制作センター、報道局、プロジェクトセンター

など、これまでのディレクターの働き方からすると、き

ちんと業務全体を管理しながら、適正な勤務管理もでき

るところが働き方改革の面でも一番大事だと思います。

ぜひ一人一人の能力がしっかり発揮できる環境を作ると

同時に、業務や勤務にしっかり組織として目配りができ

るような職務権限あるいはチーム、フォーメーションと

いったところを心掛けていただくようにお願いします。 

 

（会 長）   ほかにご意見等がありませんので、原案どおり決定し

ます。 

 

（３）２０２２年度 部局目標について 
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（経営企画局） 

 ２０２２年度部局目標について審議をお願いします。 

２０２２年度の部局目標は、２０２２年１月２４日開催の第２２回理

事会で決定した５つの基本的な考え方、および「部局目標ガイドライ

ン」に基づいて各部局の担当役員が設定します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（４）令和４年度暫定収支予算、事業計画及び資金計画の認可申請につ

いて 

（経理局） 

 令和４年度収支予算、事業計画及び資金計画（以下、「本予算」）が

事業年度開始の日までに国会の承認を得ることができない場合に備え、

令和４年度暫定収支予算、事業計画及び資金計画（以下、「暫定予

算」）を策定しました。 

 暫定予算は、本予算承認までの間、経常的な事業運営に支障を来さな

いよう、放送法第７１条第１項の規定に基づき総務大臣に認可申請を行

うもので、本予算の国会承認を解除条件とし、本予算が予定どおり国会

で承認されれば効力を失うものとします。 

本件が了承されれば、３月２２日開催の第１３９７回経営委員会に諮

ります。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり了承し、３月

２２日開催の第１３９７回経営委員会に諮ります。 

 

（５）放送受信規約取扱細則の一部変更について 

（営業局） 

放送受信規約取扱細則の一部変更について、審議をお願いします。 

 今回の変更は、受信契約時等の届出事項の変更に関する日本放送協会

放送受信規約の一部変更に即した所要の整備を行うとともに、あわせて

項番の変更および軽微な字句修正を行うものです。主な変更点は次のと
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おりです。 

まず、電話番号および電子メールアドレスの「届出方法」について、

書面で提出いただく方法やコールセンター、インターネットの窓口を利

用して行なう方法があることを規定します。 

 次に、電話番号および電子メールアドレスの「届出内容」について、

所定の欄に受信機設置者が利用しているものを記入いただくことを規定

します。 

 続いて、受信機の数の「届出内容」について、事業所等住居以外の場

所に設置した場合は、所定の欄に設置場所ごとの受信機の数を記入いた

だくことを規定します。 

 本件が決定されれば、令和４年４月１日から施行します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（６）令和４年度国際放送等実施要請への回答について 

（小池理事） 

令和４年度国際放送等実施要請への回答について、審議をお願いしま

す。 

４年度のラジオ国際放送とテレビ国際放送の実施要請について、２０

２２年３月７日付で、総務大臣から会長に通知がありました。この通知

により、ＮＨＫは要請への諾否を検討のうえ、検討結果を４月１日付で

文書回答するよう求められています。ＮＨＫは、放送法に基づく要請に

応じる努力義務がありますが、要請がＮＨＫの番組編集の自由に抵触す

る恐れがある場合には、要請に応じないこともあります。 

 まず、ラジオ国際放送の要請内容についてです。 

要請の内容は、令和３年度の要請と変わりありません。「１ 放送事

項」の（２）にこれまでと同様に「北朝鮮による日本人拉致問題に特に

留意すること」と、令和元年度の要請の変更で追加された「新型コロナ

ウイルス感染症に関する国内の最新の状況に特に留意すること」が含ま

れています。いずれについても、国際放送の使命と合致する内容であ

り、ＮＨＫは報道機関として、これまでも自主的な編集判断を行ったう
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えで一貫して必要な国際放送を適宜適切に実施してきたこと、および、

この基本方針は今後も変わらないことから、ＮＨＫの番組編集の自由を

確保できると判断し、応諾することとします。 

次に、テレビ国際放送の要請内容についてです。 

「３ その他必要な事項」の（４）で、第３２回オリンピック競技大

会及び東京２０２０パラリンピック競技大会の文言が削除されたほか

は、令和３年度の要請と変わりありません。 

また、「１ 放送事項」の（２）に、令和元年度の要請の変更で追加

された「新型コロナウイルス感染症に関する国内の最新の状況に特に留

意すること」という文言が含まれていますが、これについて、国際放送

の使命と合致する内容であり、ＮＨＫは報道機関として、これまでも自

主的な編集判断を行ったうえで一貫して必要な国際放送を適宜適切に実

施してきたこと、および、この基本方針は今後も変わらないことから、

今回、要請を応諾した場合でも、ＮＨＫの番組編集の自由を確保できる

と判断し、応諾することとします。 

以上の見地から、「令和４年度におけるラジオ国際放送およびテレビ

国際放送の実施要請については、応諾します。」と回答したいと思いま

す。 

本件が決定されれば、３月２２日開催の第１３９７回経営委員会に報

告し、４月１日に総務大臣に回答書を提出します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定し、３月

２２日開催の第１３９７回経営委員会に報告します。 

 

（７）特定失踪者問題調査会による八俣送信所の送信設備等の使用の期

間延長について 

（技術局） 

特定失踪者問題調査会（以下、「調査会」）が行う北朝鮮拉致被害者向

け短波送信「しおかぜ」のために、ＫＤＤＩが所有し、ＮＨＫが包括的

使用権を有する八俣送信所の送信設備等の使用を２００７年３月２６日

から２０２２年３月２７日までの１５年にわたり、調査会に認めてきま
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した。引き続き２０２２年１０月３０日までの使用を認めることについ

て、審議をお願いします。 

送信設備等を「しおかぜ」に使用させることについては、毎年、国際

的に周波数の変更が行われる３月と１０月に、ＮＨＫ、ＫＤＤＩ、調査

会の３者の合意に基づき使用期間を延長することによって認めてきまし

た。このほど調査会から、改めて送信設備等の使用期間を延長してほし

いとの申し出がありました。ＮＨＫの業務に支障はなく、費用負担等も

生じないことが確認されたことから、人道上の見地から可能な範囲での

協力として、これまでと同様に使用を認めたいと思います。 

万一、ＮＨＫの業務に支障があるときは、３者で締結した確認書に基

づき、ＮＨＫはいつでも「しおかぜ」の送信停止を求めることができま

す。これらを担保するための覚書を、あらためて３者で締結することと

します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

（８）車両使用・管理規程の改正について 

（総務局） 

 「車両使用・管理規程」の改正について、審議をお願いします。 

 道路交通法施行規則の一部改正により、安全運転管理者による酒気帯

びの有無の確認および記録が義務化されることに対応するため「車両使

用・管理規程」の改正を行います。 

 安全運転管理者の職務に、次の内容を追加します。 

２０２２年４月１日付で、運転者の状態について、運転の前後に酒気

帯びの有無を目視等で確認すること、記録を１年保存することを規程に

追加します。 

また、１０月１日付で、４月の改正に加えて、酒気帯びの有無につい

てアルコール検知器を用いて確認すること、アルコール検知器を常時有

効に保持することを規程に追加します。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 
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（９）中央放送番組審議会委員の委嘱について 

（正籬副会長） 

中央放送番組審議会委員の委嘱について、審議をお願いします。 

末冨芳氏（日本大学文理学部教授）に、２０２２年４月１日付で新規

委嘱したいと思います。 

なお、花岡伸和氏（一般社団法人日本パラ陸上競技連盟副理事長）と

福井烈氏（公益財団法人日本テニス協会専務理事）は、任期満了により

２０２２年３月３１日付で退任されます。 

本件が了承されれば、３月２２日開催の第１３９７回経営委員会に諮

ります。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定し、３月

２２日開催の第１３９７回経営委員会に諮ります。 

 

２ 報告事項 

（１）地方放送番組審議会委員の委嘱について 

地方放送番組審議会委員の委嘱について、報告します。 

近畿地方の笹岡隆甫氏（華道未生流笹岡三代家元）、中部地方の成島

洋子氏 （公益財団法人静岡県舞台芸術センター芸術局長）、東北地方

の宮川宏氏（河北新報社論説委員会委員長）と西村卓也氏（北海道新聞

社論説主幹）に、２０２２年４月１日付で再委嘱します。 

 

（２）２０２２年度 内部監査計画について 

（内部監査室） 

「２０２２年度内部監査計画」を策定しましたので、報告します。 

２０２２年度の監査は、「中期内部監査計画（２０２１～２０２３年

度）」の２年目にあたり、「新しいＮＨＫらしさの追求」を進め「スリム

で強靱なＮＨＫの実現」を目指す経営計画に沿って、協会および関連団

体の監査および調査を実施します。 

内部監査の高度化に取り組み、より経営に資する監査を実施します。
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また、基本となる専門能力を一層強化するとともに、組織文化監査、高

リスク項目の即時改善を図る監査、データ分析を活用した監査、業務プ

ロセス監査と連動したシステム監査などの監査手法は、開発と試行を加

速させ、本格運用に向けた基盤をつくります。 

地域放送局監査は、原則として隔年で実施します。繰り返す指摘事項

への対応状況を確認し、新たなリスクがないか点検します。協会全体に

共通するリスクについては、情報を広く発信し、他部局の監査結果を自

部局の内部統制に生かし自走することを組織文化とするため、自主点検

シートなどのコンサルティングの取り組みを一層強化します。また、時

代や業務実態に合わないルール、規定等は、適正化や再構築を提言し、

業務の効率化および内部統制の改善に貢献します。 

関連団体調査は、グループ構造改革を踏まえ、内部統制の整備状況を

点検するために実地調査または書面調査を行います。国際基準に基づく

内部評価の手法を活用し、内部監査を点検する調査を試行します。ま

た、協会および関連団体におけるコンテンツの品質管理について業務プ

ロセスの点検を強化します。 

新型コロナウイルスの感染拡大により監査の実施に制約がある中で

も、これまでに培ったリモート監査の手法などを活用し、監査を着実に

実施します。また、監査手法や新たなリスクの研究・分析に力を入れる

とともに、業務の効率化、スクラップも進めます。 

監査結果については、報告書を作成し、会長、監査委員会に報告しま

す。 

 

（３）２０２２年度 関連団体の事業計画について 

（関連事業局） 

「関連団体運営基準」第１６条に基づき、２０２２年度関連団体の事業

計画について報告します。 

１.子会社の事業計画 

子会社１１社の２０２２年度の売上高の単純合計は２,２８０億円で、

２０２１年度の決算見通しに対して１３億円の増収となる計画です。こ

のうち、ＮＨＫとの取引額は１,５８０億円で、２０２１年度の決算見通
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しに対して５４億円の減収となる計画です。また、ＮＨＫ・関連団体以外

との取引額は５５１億円で、２０２１年度の決算見通しに対して５８億

円の増収になる計画です。個別会社の状況は、増収増益が５社（ＮＨＫエ

ンタープライズ、ＮＨＫエデュケーショナル、日本国際放送、ＮＨＫプロ

モーション、ＮＨＫアート）、減収減益が４社（ＮＨＫグローバルメディ

アサービス、ＮＨＫ出版、ＮＨＫビジネスクリエイト、ＮＨＫ営業サービ

ス）、増収減益が１社（ＮＨＫ文化センター）、減収増益が１社（ＮＨＫテ

クノロジーズ）となっています。 

当期純利益は、子会社１１社の単純合計で３２億円、２０２１年度の決

算見通しに対して０.１億円の増益となる計画です。 

２.関連会社の事業計画 

関連会社は、増収増益が１社（放送衛星システム）、減収減益が３社（Ｎ

ＨＫ Ｃｏｓｍｏｍｅｄｉａ Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ、ＮＨＫ Ｃｏｓ

ｍｏｍｅｄｉａ（Ｅｕｒｏｐｅ） Ｌｔｄ、ビーエス・コンディショナル

アクセスシステムズ）の計画となっています。 

３.関連公益法人等の事業計画 

 ＮＨＫインターナショナル、ＮＨＫエンジニアリングシステム、ＮＨＫ

学園、ＮＨＫ厚生文化事業団の４団体では、正味財産増減額は減となる計

画で、ＮＨＫ交響楽団は増、ＮＨＫサービスセンター、ＮＨＫ放送研修セ

ンターはほぼ収支均衡の見込みです。 

４.健保・共済会の事業計画 

日本放送協会健康保険組合については、収支均衡を確保しています。日

本放送協会共済会については、ＮＨＫからの交付金の減などにより、一般

会計、特別会計①、特別会計②いずれも減収の計画です。 

 

（４）川口施設（仮称）の基本設計について 

（技術局） 

 川口施設（仮称）の基本計画については、２０２０年６月９日の理事会

で決定し、同日の第１３５５回経営委員会で議決いただきました。このた

び、基本設計の概要がまとまりましたので、報告します。 

 まず、建設予定地と建物概要についてです。 
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建設予定地は川口市のＳＫＩＰシティとなります。建物概要は、敷地面

積は約２２,０００㎡で、延べ床面積は約２８,８００㎡です。建物は地上

４階建て塔屋１階で、高さは約２５.７ｍ、鉄塔の建設は予定していませ

ん。想定建設費は２１４億円、構造形式は耐震構造の鉄骨造で、基礎形式

は杭基礎（コンクリート充填鋼管杭）の予定です。 

次に、整備方針についてです。 

「恒久的な施設として、テレビ番組を制作する４つの大型スタジオの

整備」、「４Ｋ収録に対応した施設として整備し、ドラマ番組や音楽番組な

ど多彩な番組の制作」、「制作機能をより充実させた新時代のテレビスタ

ジオの実現」、「番組制作用の編集室や効果音の収録室、美術倉庫等の整

備」、「放送センター建替にともなう事業継続に必要な代替機能」、「放送機

能の地域への展開」などとしています。 

最後に、今後のスケジュール（予定）についてです。 

２０２２年度に建設会社を「実施設計」と「施工」について、一括調達

を行い、「総合評価落札方式」により業者を選定します。２０２３年６月

に着工、２０２６年３月に竣工、本格運用は２０２７年６月を予定してい

ます。 

 

（５）新津放送会館の基本設計について 

（技術局） 

新津放送会館の建設基本計画については、２０２１年５月２４日の理

事会で決定し、５月２５日の第１３７８回経営委員会で報告しました。こ

のたび、基本設計の概要がまとまりましたので、報告します。 

 まず、建設予定地・建物概要についてです。 

建物建設予定地は浸水区域の外で、ＪＲ津駅や三重県庁からも近い好

立地です。また、隣接する津偕楽公園は史跡名所として地域の憩いの場と

なっています。新放送会館の建物概要は、敷地面積は３,１２０.９０㎡で、

延べ床面積は３,８４９.９５㎡です。建物は地上４階建てで、高さは約２

１ｍ、鉄塔の高さは地上約５９.５ｍになります。構造形式は免震構造の

鉄筋コンクリート造で、基礎形式は直接基礎の予定です。 

次に設計の４つのコンセプトについてです。 
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１点目は、「自然災害に強い放送局」です。十分な耐震性能を確保した

構造計画、放送を出し続けることのできる防災機能を有する放送会館と

します。 

２点目は、創造的・効率的で環境変化にも柔軟に対応できる業務エリア

の構築」です。地域性や立地条件に応じた適正な規模・機能、多様なワー

クスタイルに対応するオフィス環境の構築を目指します。 

３点目は、「視聴者とのタッチポイント」です。タッチポイントの主な

機能を外部に置くことで、会館内をコンパクトな計画としつつ、三重・津

らしさを感じられる開かれたハートプラザ・オープンスタジオを目指し

ます。 

４点目は、「周辺景観と調和する環境にやさしい会館」です。偕楽公園

に溶け込む外観デザイン、親しまれてきた風景を継承します。 

最後に、今後のスケジュールについてです。 

今回の基本設計を基に実施設計を行い、２０２３年５月に着工を予定

しています。また、建物の完成は２０２５年３月、運用開始は２０２５年

１０月を予定しています。 

 

（伊藤理事）  南海トラフ巨大地震が発生した際に、三重県南部で非

常に大きな被害が想定されています。津市が県の北部に

位置しているため、県南部へのアクセスが良くありませ

ん。そのため、今回の建設にあたっては、県南部の取材

に関する設備が十分かどうかの検討もあわせてお願いで

きればと思います。 

 

（技術局）   いただいた意見については、災害体制整備・推進体制と

も連携し、進めたいと思います。 

 

（６）考査報告 

（考査室） 

２０２２年２月１６日から３月８日までの間に放送した、ニュースと

番組等について考査した内容を報告します。 
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この期間に、国内放送番組では、ニュース８項目と番組２４本、国際放

送番組では、ニュース２項目と番組１本の考査を実施しました。 

ニュースの主な項目として、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻や

５～１１歳のワクチン接種が始まったことなどがありました。 

番組では、４人の若手漫画家がネット漫画を競作し、放送で審査結果を

発表した上で、その続編をまたネットで競作するという仕掛けで、ネット

先行の新たなスタイルを開発した番組「むちゃマン 第１回」（総合・２

月２８日放送）などを考査しました。 

地方番組では、外国ルーツの人とお互いの好物のＦＯＯＤレシピを交

換して相手の風土を知る新しい試みを取り上げた「ナビゲーション ふ

うどトレード」（総合・東海北陸・２月２５日放送）や、水害で苦境にあ

えぐ佐賀県武雄市の地元企業を支える信用金庫に密着した「Ｔｈｅ Ｌ

ｉｆｅ 地域再生のカギ 信用金庫１００日の記録」（総合・九州沖縄・

１月７日放送）などを考査しました。 

国際放送では、ロシアのウクライナ侵攻のニュース項目や、日本の折り

紙文化の魅力を伝えた番組「ＯＲＩＧＡＭＩ ＭＡＧＩＣ」などを考査し

ました。 

モニターフィードバック指標では、２０２１年１０月以降に放送され

た開発番組について分析しました。モニターの満足度や評価指標が高か

ったのは情報・教養系の番組でした。男女別では、男性は論理的な情報番

組や歴史もの、女性は多様性をテーマとしたトークショーやバラエティ

などに高い評価が集まりました。詳細項目別のランキングでは、各項目の

上位の番組が分かれました。それぞれの番組でねらいやテーマがはっき

りしており、各番組の役割を果たそうとしていることがうかがえました。 

考査の結果、これら一連のニュース・番組は、放送法、国内番組基準、

国際番組基準等に照らし、おおむね妥当であったと判断します。 

 

（７）２０２１年１１月 放送サービスの視聴および接触の現状 全国

放送サービス接触動向調査 

（放送文化研究所） 

２０２１年１１月に実施した、放送のサービス接触動向調査について
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報告します。本調査はリアルタイム視聴やタイムシフト視聴のみならず

インターネットでの接触状況まで対象とした、統計学に基づく世論調査

となっています。 

まず、ＮＨＫのリーチの概要についてです。 

トータルリーチは７７.３％でした。年層別にみると、リアルタイムリ

ーチは高齢層に偏っています。また、タイムシフトリーチとインターネッ

トリーチは小さく、若年層でも低くなっています。リアルタイム以外の部

分を強化して増やしていくことが今後の鍵です。 

次に、ＮＨＫのインターネットサービスの利用経験についてです。 

ＮＨＫニュース・防災アプリとＮＨＫネットラジオ「らじる★らじる」

が上位を占めました。ＮＨＫプラスの利用経験率は４％でした。ＮＨＫプ

ラスの認知率は全体で３０％と前回から増加しています。年層別に見る

と、特に女性の幅広い層で増加しています。一方で、利用意向は前回と変

わらず３５％でした。ＮＨＫプラスは、今後いかに認知率の増加を利用意

向の増加につなげるかがポイントです。 

最後に、インターネット動画をどの画面で見ているかの結果について

です。 

スマートフォンがもっとも高く、次にテレビと回答した人がおよそ２

０％となり、パソコンと並びました。放送を取り巻く環境の大きな変化と

言えます。４月からＮＨＫプラスがテレビ画面で見られるようになると、

利用意向に変化がもたらされる可能性があります。 

 

（８）放送技術審議会委員の委嘱について 

（児玉理事・技師長） 

放送技術審議会委員の委嘱について、報告します。 

 都竹愛一郎氏（名城大学理工学部電気電子工学科教授）に２０２２年４

月１日付で新規委嘱します。 

 また、大槻知明氏（慶応義塾大学理工学部教授）、川添雄彦氏（日本電

信電話株式会社常務執行役員研究企画部門長）、児玉俊介氏（一般社団法

人電波産業会専務理事）と、塩入諭氏（東北大学電気通信研究所教授）に

同日付で再委嘱します。 
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３ 審議事項 

（１０）第１３９７回経営委員会付議事項について 

（経営企画局） 

３月２２日開催の第１３９７回経営委員会の付議事項について、審議

をお願いします。 

付議事項は、議決事項として、「令和４年度暫定収支予算、事業計画

及び資金計画の認可申請について」、「『職員の給与等の支給の基準』の

改正について」および「中央放送番組審議会委員の委嘱について」で

す。また、報告事項として、「令和４年度国際放送等実施要請への回答

について」および「地方放送番組審議会委員の委嘱について」です。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 

 

以上で付議事項を終了した。 

 

 

上記のとおり確認した。 

 

 

２０２２年 ４月１２日 

 

会 長  前 田 晃 伸 


